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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

化学農薬・化学肥料の使用量低減、有機農業面積の拡大、農業における温室
効果ガスの排出量削減を推進するため、農業者、実需者、農薬・肥料メーカー、
ICTベンダー、農機メーカー、農業協同組合、普及組織等の地域の関係者が参画
する協議会を組織し、グリーンな栽培体系への転換に向けた以下の取組の検討を
支援します。

① 総合的病害虫管理や生分解性マルチの利用、プラスチックによる環境影響の低
減など、環境にやさしい栽培技術及び省力化に資する先端技術等について、
産地に適した技術の検証

②グリーンな栽培体系の実践に向けた栽培マニュアルの検討や、産地内への普及
に向けた５年後の産地戦略（ロードマップ）の策定

③産地で策定した栽培マニュアルや産地戦略について、他産地や農業協同組合、
地方銀行などの関係機関に広く情報発信（パンフレット・動画の作成、セミナー
の開催等）

＜対策のポイント＞
みどりの食料システム戦略の実現に向けて、それぞれの産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する先端技術等」を取り入れた「グリーンな栽
培体系」への転換を推進するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援します。

［お問い合わせ先］ 農産局技術普及課 （03-6744-2218）国
定額

＜事業の流れ＞

都道府県

 産地内の農業者や実需者等の関係者が参画する協議会を組織

 産地に適した「環境にやさしい栽培技術」、「省力化に資する先端技術」等の検証

 成果の普及

化学農薬低減
＜例＞

総合的病害虫管理

生分解性マルチ（抑草）

環境

省力

グリーンな栽培マニュアルの策定

農業者

実需者農機メーカー等

肥料・農薬メーカー 普及組織

JA等

産地戦略(ロードマップ)の策定

広く情報発信

慣 行 栽 培
検証

化学肥料低減
＜例＞

有機質肥料の使用

ドローン（スポット散布）

有機質肥料の使用

ドローン（スポット散布）

環境

省力

有機農業
＜例＞
堆肥施用による土づくり

ラジコン草刈り機

環境

省力

温室効果ガス削減
＜例＞
中干延長によるメタン削減

水管理システム

環境

省力

定額

協議会

生 物
農 薬

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート 【令和３年度補正予算額 2,518（ー）百万円の内数】

https://www.irasutoya.com/2017/12/blog-post_994.html
https://www.irasutoya.com/2019/07/blog-post_346.html
https://3.bp.blogspot.com/--AXuIJ1t2Jk/XAY53E_xq5I/AAAAAAABQfo/emG4lBy4uAIgv7MZGVxJSlN0pqey-40TwCLcBGAs/s800/gardening_hiryou_ekitai.png


農業者

都道府県（普及組織）
市町村

ICTベンダー

農薬メーカー
肥料メーカー
農機メーカー等

JA等

大学・
試験場

実需者

１．化学農薬の使用量低減
化学農薬の使用回数、有効成分数、代替農薬、散布技術の検討や、
土壌くん蒸剤、化学農薬以外の防除方法の検討

２．化学肥料の使用量低減
有機質資材や局所施肥技術等の取り入れの検討

３．有機農業の取組の開始、転換、拡大
有機農業の栽培体系を検討

４．メタンの排出削減
中干し期間の延長、秋耕、そのほか農研機構や地方農試等で効果が
確認されている技術の検討

５．温室効果ガス（CO2、N2O）の排出削減
直進アシスト田植え機や電動農機の導入、硝化抑制剤入り肥料の施用、
ヒートポンプの導入等の検討

６．バイオ炭の利用
もみ殻炭等の施用の検討

７．石油由来資材からの転換
ポリマルチか峳生分解性マルチへのૡఌ等の検討

８．プラスチックコーティング肥料対策
プラスチックコーティング肥料の代替資材、流出防止技術の検討

取組事例（イメージ）

その他、自治体や地域のアイデアによる多様な取り組みを推進
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１．現行の営農体系又は、従来の上記１～
８の取組と比較して、作業負担が軽減され
る技術

２．１のほか、作業負担の軽減が見込まれる
技術

環
境
に
や
さ
し
い
栽
培
技
術

資
す
る
技
術

省
力
化
に



みどりの食料システム戦略推進交付金のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート 【令和３年度補正予算額：2,518百万円の内数】

○ 交付率：定額

○ １産地当たりの交付金額の上限

○ 実施主体：協議会 ○ 事業の取組イメージ

検討会の開催

・環境負荷軽減の取組方針の検討
・取り入れる技術内容の検討・取り組み

・先進地域の視察

ロードマップに基づく
グリーンな栽培体系の普及

5年間

環境負荷軽
減の取組
（１つ）

300万円 グリーンな栽培体系の定着

事
業
実
施
期
間
（３
年
以
内
）

技術の検証
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栽培マニュアル、産地戦略の策定
（最終年度）

・検証結果を踏まえて、栽培マニュアルを
作成
・グリーンな栽培体系の普及に向けた産
地戦略（ロードマップ）を策定

情報発信（最終年度）

・栽培マニュアル、産地戦略について、広
く情報発信

フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

有機農業の
検討

360万円

環境負荷軽
減の取組
（複数）

360万円

都道府県
（普及組織）

都道府県
（普及組織）

＋

＋

農業協同組合

農業者
（個人、法人、団体）

＋

＋

農薬・肥料メーカ-

ICTベンダー

市町村 等

農薬・肥料メーカ-

ICTベンダー

市町村 等

または

必須 必須
必要に応じて

※要件を満たす場合は、協議会に代わり都道府県又は市町村が実施するこ
とができる方向で協議中（ただし、普及組織が主体的に関与すること）。

※品目が異なる場合は、品目ごとに１産地として申請可能。



化学農薬の使用量低減
○土壌くん蒸剤の使用回数の削減
に向けた対抗性植物の検討

○スケジュール防除から発生予察に
基づく適期防除に切り替えること
による散布量の削減の検討

○低リスクな農薬への切り替えの検討
○生物農薬等の活用の検討 など

○ 支援内容
環境にやさしい栽培技術と省力化に資する技術等を取り入れたグリーンな栽培体系への転換に向けた、各産地に適した技術の検証、栽培
マニュアルと産地戦略の策定、情報発信の取組を支援。

【環境にやさしい栽培技術】

○ 対象経費
備品費、会場借料、謝金、旅費、消耗品費、

役務費、委託費、借上費、資材購入費、通信
運搬費、印刷製本費 等

化学肥料の使用量低減
○畝立て同時施肥技術や側条施肥技
術等の局所施肥技術の検討

○たい肥等の有機質資材の検討
○ドローンによるセンシングデータ等
を活用した可変施肥技術の検討 など

有機農業
○有機農業を実施するための
・産地の土壌特性に応じた土づくり
・化学農薬を使用しない病害虫管理、
雑草管理技術

の検討
※有機農産物の日本農林規格の別表に定める
資材等を同規格に従って使用する場合を除く

【省力化に資する技術】

現行の栽培体系や、従来の環境にやさしい
栽培技術の取組と比較して、作業負担の軽減
が見込まれる技術

（例）
・リモコン式除草機による畦畔の雑草管理
（除草作業時間の削減）

・畝立て同時施肥技術により耕起と施肥の
工程を１本化（作業工程の削減）

・従来手作業で行っていた工程を機械化
（例：ブロワーによる落ち葉除去 等）

・抵抗性品種、省力栽培向き品種への転換
（防除作業の削減、作業の効率化）

・捕虫トラップ等の使用
（農薬散布回数の削減）

など

○ 対象にならない経費
人件費、汎用性の高い機械等の購入費、交

付決定前の取組に係る経費 等

検証する技術のイメージ

（詳細調整中）

補助率定額
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温室効果ガスの削減等
○水稲作における中干期間の延長や
秋耕等によるメタンの発生抑制の検
討

○バイオ炭の農地施用による土壌への
炭素貯留の検討

○施設園芸におけるヒートポンプ等の
導入の検討

○プラスチックコーティング肥料の代
替資材、流出防止技術の検討 など



○農薬を成分数の少ないものに変えて、ドローンで散
布。

○ポリマルチから生分解性マルチに切り替え。

○化学肥料の代わりに堆肥を活用。ほ場周辺の除草
作業はリモコン式草刈り機を使用。

たとえば・・・

環境にやさしい

環境にやさしい ＋

環境にやさしい

省力化

省力化（剥ぎ取り工程の削減）

省力化



○ハダニ類対策のため、天敵資材を利用し、防除回数
を低減することで省力化にも貢献。

○さつまいも栽培において、生分解性マルチを利用。直
進アシストシステムを活用して耕起作業等を省力化。

○はくさいの栽培において、直進アシストシステムを使っ
て堆肥をすき込み。ドローンによる除草剤散布も取り
入れる。

たとえば・・・

環境にやさしい ＋

環境にやさしい

省力化

省力化（剥ぎ取り工程の削減）

省力化

環境にやさしい（走行ムラの低減による燃油使用量の抑制）＋ 省力化

環境にやさしい（走行ムラの低減による燃油使用量の抑制）＋ 省力化

環境にやさしい ＋



○水稲作において、抵抗性品種を導入し、農薬使用
量を低減。水管理システムを取り入れてほ場巡回の
労力を削減。
○有機農業で、とくに労力ががかる除草作業にリモコン
式草刈機を取り入れて、取組の拡大を目指す。

環境にやさしい

省力化

省力化

環境にやさしい

○水田で中干し期間の延長を実施。水管理には自動水管理

システムを使用。

○バイオ炭を施用。ほ場周辺の除草作業はリモコン式草刈り機

を使用

省力化環境にやさしい

省力化環境にやさしい



土壌診断・輪作等の導入による土壌くん蒸剤の削減

・リモコン式除草機による畦畔の雑草管理
・畝立同時施肥 ・手作業工程の機械化
・抵抗性品種、省力栽培向き品種への転換
・捕虫トラップ等の使用 など

ブロワーによる落ち葉除去
※化学農薬使用量の低減と合わせて1つ以上取り組んでください

省力化に資する技術

໘ტ੸ᄝᅶのޘܟ
෡ॐの取組Ѥ支援ЩѐЫ̂

定額
支援

○ 対象となる取組例

緑肥作物

（R3.12）

支援対象となる実証経費：

・土壌診断経費（分析・診断委託費、土壌の送料）

・緑肥作物の導入経費（種子代、機器レンタル料）

・実証ほ場借料 ・調査旅費 など

化学農薬を代替する光防除技術・天敵等の導入

緑色LED点灯ほ場

支援対象となる実証経費：

・紫外線フィルム、LEDランプ等の資材費

・バンカープランツの導入経費（種子代、資材費）

・天敵農薬代 ・実証ほ場借料 ・調査旅費 など

ドローンによる農薬のスポット散布

農薬散布用ドローン

支援対象となる実証経費：

・農薬散布作業の外部委託費

・農薬散布用ドローンのレンタル料、運搬費

・実証ほ場借料 ・調査旅費 など



農林水産省 消費・安全局植物防疫課

担当：国内防除第２班 03-3502-3382
農林水産省

www.maff.go.jp

（１）支援対象
農業者（個人若しくは法人）、実需者、農薬メーカー、肥料メーカー、ICTベンダー、

農機メーカー、農業協同組合、市町村、都道府県等により構成される協議会※

※都道府県（普及組織）、及び農業協同組合又は農業者を必須の構成員とする

（２）支援内容
化学農薬の使用量低減等の「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する技術」を

取り入れた「グリーンな栽培体系」への転換を図るため、以下の取組を定額支援※

※下記の全てに取り組むこととする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証 （ⅳ）情報発信
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成 （ⅴ）検討会の開催
（ⅲ）産地戦略の策定

（３）支援の上限
上限額300万円（ただし、化学農薬の使用量低減と化学肥料の使用量低減又は温室効

果ガスの削減を同時に行う場合など、２つ以上の環境負荷軽減の取組に取り組む場合は
360万円）

（４）対象経費
（２）の（ⅰ）～ （ⅴ）に必要な経費（検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購

入費、データ分析のための委託費、検討会開催費等）

（５）「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する技術」の組合せ例

（６）事業の取組イメージ

環境にやさしい栽培技術
（化学農薬の使用量低減） 省力化に資する技術

例1 ・対抗植物を組み入れた輪作体系の導入による土壌
くん蒸剤の削減

・抵抗性品種への転換（防除作業の削減）

例2 ・化学農薬を代替する生物農薬の利用 ・捕虫トラップの利用（農薬散布回数の削減）

例3 ・ドローンによるスポット散布の実施 ・同左（ドローンによる農薬散布作業の効率化）

例4 ・スケジュール防除から発生予察に基づく適期防除
への切り替え

・同左（適期防除による散布回数の削減）

例5 ・低リスクな農薬への切り替え ・生分解性マルチの導入（除草作業の削減、ポリマ
ルチからの転換による回収工程の削減）

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります

検討会の開催
・方針の検討
・先進地域の視察

技術の検証 栽培マニュアル、
産地戦略の策定

情報発信
・HP等で広く情
報発信

ロードマップに
基づくグリーン
な栽培体系の普
及

みどりの食料システム戦略交付金のうち

グリーンな栽培体系への転換サポート



１.なछ化学ෝમटऐにൂோしない
農業が૑ਏなのऊ

化学ෝમの使用量低減の
取組॑支援しますآ

・化学肥料は、೑ऋবの農業の収量・生産性の਱上
を図る上での੎要な資材でँり、जの੎要性は০
ु૗ॎりऽचん؛

・঳方で、化学肥料はजのਉ料の੗くをୟ入にൂோ
していることから、ᄚಞやリンをஅむব৔の資౺
を肥料成分としてણ用した資౺࿯環৓な農業への
঳ಽの転換ऋ必要です؛

２.न॒な取組で低減でऌるのऊ

３.఻体৓な取組事例にणいथ

・ੇႛൾचつ物をはगめとした஘رなથ機性資౺の࿯環利用により、地力や生産性の೐੅ੜ進
を図りつつ化学肥料の代替を進めることにより低減でऌऽす؛

૭૗施肥ি植機をણ用し、፳場の作土஥等にૢ
गて施肥量を৹ତすることで 、収量・品ସの
ਠ行਷૆を೐੅しつつ、໪ब2સ程২肥料॥ス
トを削減؛

ानりの୫મ३५ॸ঒ਅറઐહসのअठ
グリーンな栽培体系への転換サポート

（R3.12）

出典:Stockholm Resilience Centre (illustrated by Johan 
Rockström and Pavan Sukhdev, 2016)に環境省が加筆

・作物のஉ෠৖分に施肥するଂਚ施肥のほか、ドローンによる७ンシングに基づく૭૗施肥な
ど土壌や作物の生୘にૢगた施肥の効率化を進めることにより低減でऌऽす؛

થ機物の࿯環利用

施肥の効率化やスマート化

૭૗施肥ি植機の利用

※資料؟スマート農業実証プロジख़クト

৵်にउऐる૭૗施肥

௘ऽऌ৵်のକ生期、໽໘஄成期、ૃ୴期に
उऐる૭૗୯肥を実施し、施肥量10.2%減
（����NJ���Dڀ����NJ���D）、ଲ品収量
����ੜ（���NJ���Dڀ���NJ���D）を୸成؛



４.఻体৓な支援内容

農林水産省 農産局ᢏ⾡ᬑཬ課
担当：㈨ᮦຠ⋡฼用᥎㐍班 03-6 7 4 4 -24 35

農林水産省
www.maff.go.jp

農産局ᢏ⾡ᬑཬ課

環境଀෰低減の取組（上限ڵpt）
取組数にૢगてਈপڳpt
例؟ڭ化学肥料のかॎりにᇊ肥を施用することでڳpt

例２؟७ンシング઺൸を基に୯肥をドローンによるଂਚ
施肥にすることでڳpt

౎の環境にやさしい栽培技術とಡचた取組で２pt
例؟化学農薬の使用回数低減

省力化に資する技術（上限ڳpt）
省力化২合いにૢगてڳpt

例؟ڭঽ৿ઈ転トラクタによる࿊うんঽ৿ඝᑭシ
ステム付ऌトラクタによるᄌ種作業ऋ35٫以上減
૘でڳpt

例２؟ドローンによる農薬散布にかかる作業時৑
ऋ35٫以上減૘でڳpt

（１）支援対象
農業者、農業協同組合、都道府県等をஅむ協議会

（２）支援の内容
「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する技術」を取り入れた「グリーンな栽培体

系」への転換を௓進するため、産地に適した技術を検証し、定ାを図る取組として下記の取
組を定額※支援※※

※上限額300万円（２つの環境にやさしい栽培技術の取組（例えय化学肥料の使用量の低減と温室効果
ガスの削減（メタンのൾল削減）を同時に行う場合は���万円

※※下記の全てに取り組むことを必須とする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成
（ⅲ）産地戦略の策定
（ⅳ）情報発信
（ⅴ）検討会の開催

（３）ઐહ対象経費
（２）に必要な検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購入費、データ分析のための
委託費、検討会開催費等

（４）ଦী時のポイントのઅइ্
取組৔ઍや産地戦略の৯ఏに合ॎचてポॖント（ਈপ20pt）ऋつऐられ上ਜ਼者よりଦ分
以下は、化学肥料の使用量低減の取組を行う場合のॖメージ

൤఺એ஋（上限４pt） 例؟ڭ਷ഏでは��KD以上のఁপ（৯ఏফઃऽでに）でڰpt

ঽ৿ઈ転トラクタによる࿊うんとٻ
ঽ৿ඝᑭシステム付ऌトラクタによるᄌ種作業

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります

例２່؟地৙ཅでは��KD以上のఁপ（৯ఏফઃऽでに）でڰpt

例؟گ施設ୱ഼ではڳKD以上のఁপ（৯ఏফઃऽでに）でڰpt



１.なぜ⽔⽥からのメタンを減らす必要があるのか

⽔⽥からのメタン排出削減のため
中⼲し期間の延⻑、秋耕等を⽀援します︕

・温室効果ガスの⼀つであるメタンは
CO2の約25倍の温室効果がある。

・⽔⽥からのメタン排出は⽇本のメタン
排出の約40％を占める。

２.どうすれば削減できるのか

３.メタン排出削減の取組のメリット

稲作

42%

家畜

（牛げっぷ）27%家畜（排せつ物管

理）8%

農業その他

0.2%

廃棄物16％

燃料からの漏出３％
その他４％

農業 77%

⽇本のメタン排出量とその内訳（2019年）
⽔⽥での取組で温室効果ガスの⼤幅な削減が
必要︕

・⽔⽥からのメタンは⼟壌内のメタン⽣成菌によって①⽔を張った条件で
②有機物を原料に作られます。

2,840万トン
（CO2換算）

①の対策
中干し期間を慣行から
１週間程度延長すれば
水のない期間が長くなり
メタン発生が約３割減少！

②の対策
稲わらのすき込み時期を
春から秋に変えれば
湛水前に分解が進み
メタン発生が約５割減少！

①中⼲し期間の延⻑
・コメの登熟歩合が向上し、タンパク質含量が低下するなど、収獲後の
品質向上が⽰されています。

・新たな作業は発⽣しないので、少ない労⼒負担で取組可能です。

②秋耕
・稲わらの分解が進むことで「わき（湛⽔時のガス発⽣）」や窒素飢餓
の防⽌になり、初期成育の確保につながります。

・多年⽣雑草の抑制に有効です。
・秋落ちの防⽌につながります。

みどりの⾷料システム戦略交付⾦のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート

中
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し
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穫

落
水

田
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最高分げつ期

病
害
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除

代
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き

除
草

追
肥
（穂
肥
）

深
水
管
理

活着期 分げつ期
幼穂形
成期

穂ばらみ期
出穂開
花期

畦
畔
除
草

茎 数

草 丈 土
壌
改
良
資
材 秋

耕

生
産
工
程

登熟期

除
草
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４.具体的な⽀援内容

農林水産省 農産局農業環境対策課
担当：土壌環境保全班 03‐3593‐6495 農林水産省

www.maff.go.jp

環境負荷低減の取組（上限９pt）
取組数に応じて最⼤７pt
例︓中⼲し期間の延⻑、秋耕のいずれか１つの

取組で５pt、両⽅の取組で７pt

他の環境にやさしい栽培技術と併せた取組で２pt
例︓化学肥料の使⽤量低減

省⼒化に資する技術（上限７pt）
省⼒化度合いに応じて７pt
例１︓⽔管理システムの導⼊により、⽔管理に

かかる時間が35％以上減少で７pt
例２︓乾⽥直播の導⼊により、播種・育苗にか

かる時間が35％以上減少で７pt

（１）⽀援対象
農業者、農業協同組合、都道府県等を含む協議会

（２）⽀援の内容
「環境にやさしい栽培技術」と「省⼒化に資する技術」を取り⼊れた「グリーンな栽培体

系」への転換を推進するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組として下記の取
組を定額※⽀援※※

※上限額300万円（２つの環境にやさしい栽培技術の取組（例えばメタン排出削減と炭素貯留
（バイオ炭））を同時に⾏う場合は360万円
※※下記の全てに取り組むことを必須とする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成
（ⅲ）産地戦略の策定
（ⅳ）情報発信
（ⅴ）検討会の開催

（３）交付対象経費
（２）に必要な検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購⼊費、データ分析のための
委託費、検討会開催費等

（４）配分時のポイントの考え⽅
取組内容や産地戦略の⽬標に合わせてポイント（最⼤20pt）がつけられ上位者より配分
以下は、⽔稲でメタン削減の取組を⾏う場合のイメージ

農産局穀物課
担当：企画２班 03‐6744‐2010

▲中⼲し期間の延⻑ ▲秋耕

普及⾯積（上限４pt） ⽔稲では70ha以上の拡⼤（⽬標年次までに）で４pt

▲乾⽥直播▲⾃動⽔管理システム

（５）参考情報
⽔⽥メタン発⽣抑制のための
新たな⽔管理技術マニュアル

担い⼿農家の経営⾰新に資する
稲作技術カタログ

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります



１.バイオ炭とは
⽊炭や⽵炭などのバイオマス由来の
炭のことです。
⼟壌中でも分解されにくいため、効率の良い
炭素貯留が可能です。

白炭

黒炭粉炭

竹炭

分解

二酸化炭素

堆肥等の有機物やバイオ炭の施用

土壌 土壌炭素

植物残渣

２.どうして温暖化防⽌につながるのか

⼟壌炭素は⼟壌への炭素投⼊（ ）
と⼟壌中の炭素の分解量（ ）の
バランスで増減。

バイオ炭施⽤を増やすことで
⼟壌炭素を増やすことが可能となり
地球温暖化防⽌につながります。

①⼤気中の⼆酸化炭素（CO2）は植物に吸収され、⼆酸化炭素に含まれる炭素
（C）は植物体の⼀部になります。

②植物体中の炭素は⼀般的に腐敗や燃焼により、再び⼆酸化炭素として、⼤気中
に戻っていきます。

③この植物体中の炭素を⼟壌中に閉じこめることにより⼤気中に戻らなくするこ
とが可能です。
特にバイオ炭は分解されにくいため、植物体を炭化し、バイオ炭として施⽤す
ることで、効果的に炭素を貯留できます。

バイオ炭の施⽤は地球温暖化対策計画にも位置付けられています。
（農地⼟壌炭素吸収源対策の2030年⽬標︓850万t-CO2）

３.バイオ炭の施⽤効果
バイオ炭を、農地に施⽤することで、以下の効果も⾒込まれます。
○ ⼟壌の通気性、透⽔性、保⽔性の改善
○ pＨの上昇効果（酸度矯正効果）

(ご参考)J-クレジット制度
2020年９⽉から、J－クレジット制度を活⽤することで、バイオ炭の農地施⽤に
より削減された温室効果ガス削減量を売買することが可能になりました。

J-クレジット制度とは バイオ炭でのJ-クレジット制度の利⽤
について

みどりの⾷料システム戦略交付⾦のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート

温暖化防⽌のため、バイオ炭の施⽤を
⽀援します︕

（R3.11）



４.具体的な⽀援内容

農林水産省 農産局農業環境対策課
担当：土壌環境保全班 03‐3593‐6495

農林水産省
www.maff.go.jp

環境負荷低減の取組（上限９pt）
取組数に応じて最⼤７pt
例︓地域内の果樹剪定枝などの未利⽤資源を

活⽤すると７pt

他の環境にやさしい栽培技術と併せた取組で２pt
例︓化学肥料の使⽤量低減

省⼒化に資する技術（上限７pt）
省⼒化度合いに応じて７pt
例１︓ドローン等の導⼊で農薬散布の作業

時間が35％以上減少で７pt
例２︓ラジコン草刈り機等の導⼊で除草の

作業時間が30%以上減少で６pt

（１）⽀援対象
農業者、農業協同組合、都道府県等を含む協議会

（２）⽀援の内容
「環境にやさしい栽培技術」と「省⼒化に資する技術」を取り⼊れた「グリーンな栽培体
系」への転換を推進するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組として下記の
取組を定額※⽀援※※

※上限額300万円（２つの環境にやさしい栽培技術の取組（例えばメタン排出削減と炭素貯留
（バイオ炭））を同時に⾏う場合は360万円
※※下記の取組は全てに取り組むことを必須とする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成
（ⅲ）産地戦略の策定
（ⅳ）情報発信
（ⅴ）検討会の開催

（３）交付対象経費
（２）に必要な検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購⼊費、データ分析のための
委託費、検討会開催費等

（４）配分時のポイントの考え⽅
取組内容や産地戦略の⽬標に合わせてポイント（最⼤20pt）がつけられ上位者より配分
以下は、果樹でバイオ炭の取組を⾏う場合のイメージ

普及⾯積（上限４pt） 果樹では10ha以上の拡⼤で４pt

▲ラジコン草刈り機

（５）参考情報
バイオ炭の施⽤上限量の
⽬安について

農業新技術 製品･サービス集
（令和２年７⽉1⽇時点版）

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります

バイオマス
（果樹剪定枝など）

炭化
（開放型炭化器など）

農
地
に
施
⽤

▲ドローン



１.⽣分解性マルチとは

マルチ栽培の省⼒化・軽労化に向けて
⽣分解性マルチの利⽤を⽀援します︕

２.マルチ栽培は、省⼒化技術等として定着が進んでいます
〇 マルチの効果（保⽔性、地温保持、雑草抑制、

病害抑制）により、⽣産性向上や、除草作業削減、
除草剤・農薬の散布回数の削減等の省⼒化が図ら
れるため、栽培体系として定着が進んでいます。

〇生分解性マルチは、土壌中の微生物により分解されるため、作
物収穫後

（通常のポリマルチは収穫後にマルチはぎ取り、回収、作物残渣を取り除く作業が必要）
【ポチ】 栽培体系

３.⽣分解性マルチは、ポリマルチに⽐べて更に省⼒化が可能です

〇 ⽣分解性マルチは、作物⽣育期には通常のポリマ
ルチと同様の機能を有する資材で、収穫後に⼟壌中
にすき込むと、⼟壌中の微⽣物により最終的に⽔と
⼆酸化炭素に分解する資材です。

使用中

作物収穫後
すき込み

収穫後 後始末

〇 ⽣分解性マルチは、⼟壌中の微⽣物により分解されるため、作物収穫後は作物残渣と⼀
緒にすき込むことが可能で、作物収穫後のマルチのはぎ取り・回収作業が不要となること
から、省⼒化・軽労化につながります。

すき込み耕耘

定植後のブロッコリー

【生分解性マルチ栽培体系】【ポリマルチ栽培体系】

収穫後

栽培中のサトイモ

【参考】⽣分解性マルチ導⼊によるその他の効果

〇 ⽣分解性マルチは、多くが⽯油由来の⽣分解性プラスチックを原料としていますが、
⼀部にバイオマス由来の⽣分解性プラスチックを含む製品も市販化されています。バイ
オマス由来を含む場合、カーボンニュートラルに寄与することから温室効果ガス削減に
も寄与できる資材となります。

○ 通常のポリマルチは、使⽤後はプラスチック廃棄物となるため、は
ぎ取り・回収を⾏った後、産業廃棄物として適切に保管・処理する必
要がありますが、⽣分解性マルチは、すき込みによるほ場内処理が可
能となり、ほ場外作業の省⼒化・軽労化も図られます。 保管や処理委託等

（R3.11）



４.⽣分解性マルチに関する⽀援予算について

農林水産省 農産局農業環境対策課

担当：資源循環推進班 03‐3502‐5956
農林水産省

www.maff.go.jp

みどりの⾷料システム戦略交付⾦のうち
グリーンな栽培体系への転換サポート
（１）⽀援対象

農業者、農業協同組合、都道府県等を含む協議会
（２）⽀援の内容

「環境にやさしい栽培技術」と「省⼒化に資する技術」を取り⼊れた「グリーンな栽培体
系」への転換を推進するため、産地に適した技術を検証し、定着を図る取組として下記の
取組を定額※⽀援※※

※上限額300万円（２つの環境にやさしい栽培技術の取組（例えば総合的病害⾍管理と温室効果ガスの
削減（バイオマス由来を含む⽣分解性マルチの利⽤））を同時に⾏う場合は360万円

※※下記の全てに取り組むこととする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証 （ⅳ）情報発信
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成 （ⅴ）検討会の開催
（ⅲ）産地戦略の策定

（３）交付対象経費
（２）に必要な検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購⼊費（⽣分解性マルチなど）、
データ分析のための委託費、検討会開催費等

（４）配分時のポイントの考え⽅
取組内容や産地戦略の⽬標に合わせてポイント（最⼤20pt）がつけられ、上位者から配分
野菜類で⽣分解性マルチ導⼊を⾏う場合、下記のイメージ

農業⽣産における⽣分解性
マルチの利⽤

取組内容のポイント 環境負荷軽減の取組
（上限 ９ｐｔ）

省⼒化に資する技術
（上限 ７ｐｔ）

普及⾯積
（上限 ４ｐｔ）

【例１】
○慣⾏栽培体系
（野菜類

・マルチ栽培）

→検証内容
ポリマルチを⽣分
解性マルチに転換
した栽培体系を検
討

・バイオマス由来を含む⽣分解性マル
チの導⼊‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5pt

・減化学農薬⼜は減化学肥料に繋がる
7ptとなる取組（総合的病害⾍管理
等）を主となる取組として実施
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7pt

○２つの取組により主となる取組に2pt
加算‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9pt

・ポリマルチ回収に
伴う作業が不要と
なり、回収⾏程に
係る作業時間
35%以上削減
‥‥‥‥7pt

・産地戦略の⽬標
年に普及を⽬
指すグリーン
な栽培体系の
⾯積

露地野菜では
15ha以上で
‥‥‥‥‥4pt

【例２】
○慣⾏栽培体系
（野菜類

・露地栽培）

→検証内容
露地栽培から⽣分
解性マルチを導⼊
した栽培体系を検
討

・⽣分解性マルチの抑草効果により除
草剤使⽤量の低減（化学農薬以外の
防除⽅法導⼊と化学農薬の使⽤回数
の低減）を主となる取組として実施
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７pt

・減化学肥料⼜は温室効果ガス削減に
繋がる取組（バイオ炭の施⽤等）を
実施‥‥‥‥‥‥‥‥‥5pt or 7pt

○２つの取組により主となる取組に2pt
加算‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9pt

・⽣分解性マルチの
導⼊で除草に係る
作業時間35%以
上削‥‥‥‥7pt

（５）参考情報
⽣分解性マルチの活⽤事例

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります



１.উছ५ॳॵॡ଺ངෝમとम

ਲஞළഉଆૃに਱ऐथউছ५ॳॵॡ
଺ངෝમの৻౹技術ಉ॑支援しますآ

س 作物の生୘にૢगて肥料成分ऋྃऐলすこと
から、ஐに਺入することで、ಒ場の୯肥を省力
化でऌる肥料です؛

س ऽた、肥料の਺入量ु減り、地下਷への૴ল
などऋ೪えられ、環境への負荷ु低減でऌる肥
料です؛

２.উছ५ॳॵॡ଺Ⴭᅊの૴লにणいथ

３.উছ५ॳॵॡ଺ངෝમの৻౹技術ಉの例
代替技術س
⋇プラスチックを使用しない೹効性肥料への切替
・ᅾ化೪਑剤入り૴し੢みั肥
・ᆼ້॥ート
・क़ঞア঍ルム など

⋈省力৓な施肥体系への切替
・ドローンによるଂਚ施肥
・ঌースト２஺施肥技術 など

૴ল防ૃ対策س
・ฒ਷代かऌ
・ঽே૳਷
・ൾ਷ઠにउऐるॿットの設઼ など

ानりの୫મ३५ॸ঒ਅറઐહসのअठ
グリーンな栽培体系への転換サポート

（R3.12）

س ଺Ⴭᅊは、਷িなどのऺ場ऊै਷ଡ଼やఖਆ॑ৢगथਲஞに૴লし、
ਲஞළഉのਏ౤となることऋ੐తされていऽす؛

س जのため、プラスチック଺ང肥料のを使用したとしてु଺Ⴭᅊが
ऺ場ऊै૴লしないेअਞをつऐる必要ऋँりऽす؛

ᅾ化೪਑剤入りٻ
૴し੢みั肥

ドローンによるٻ
ଂਚ施肥

ฒ਷代かऌٻ



４.఻体৓な支援内容

農林水産省 農産局ᢏ⾡ᬑཬ課
担当：㈨ᮦຠ⋡฼用᥎㐍班 03-6 7 4 4 -24 35 農林水産省

www.maff.go.jp

環境଀෰低減の取組（上限ڵpt）
取組৔ઍにૢगてਈপڵpt
例؟ڭプラスチック଺ང肥料をᅾ化೪਑剤入り૴し੢みั肥に代替

するとڳpt

例２؟଺Ⴭᅊの૴ল防ૃ技術として、代かऌ৏の਷ଵ৶をਘ਑૳਷
ではなく、ঽே૳਷で行うとڱpt

౎の環境にやさしい栽培技術とಡचた取組で２pt
例؟化学農薬の使用回数の低減

省力化に資する技術（上限ڳpt）
省力化২合いにૢगてڳpt

例؟リঔ॥ンૄ草࿘り機により、኶ᄪの草࿘り作業にかかる
時৑ऋ35٫以上減૘でڳpt

（１）支援対象
農業者、農業協同組合、都道府県等をஅむ協議会

（２）支援の内容
「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する技術」を取り入れた「グリーンな栽培体

系」への転換を௓進するため、産地に適した技術を検証し、定ାを図る取組として下記の取
組を定額※支援※※

※上限額300万円（２つの環境にやさしい栽培技術の取組（例えयプラスチック଺ང肥料対策と化学農
薬の使用回数の低減）を同時に行う場合は360万円

※※下記の全てに取り組むことを必須とする
（ⅰ）グリーンな栽培体系の検証
（ⅱ）グリーンな栽培マニュアルの作成
（ⅲ）産地戦略の策定
（ⅳ）情報発信
（ⅴ）検討会の開催

（３）ઐહ対象経費
（２）に必要な検証ほ場・機械・施設の借上経費、資材購入費、データ分析のための
委託費、検討会開催費等

（４）ଦী時のポイントのઅइ্
取組৔ઍや産地戦略の৯ఏに合ॎचてポॖント（ਈপ20pt）ऋつऐられ上ਜ਼者よりଦ分
以下は、਷ഏでプラスチック଺ང肥料対策の取組を行う場合のॖメージ

ᅾ化೪਑剤入りٻ
૴し੢みั肥

൤఺એ஋（上限４pt） ਷ഏでは70ha以上のఁপ（৯ఏফઃऽでに）でڰpt

リঔ॥ンૄ草࿘り機ٻ

（５）૞અੲਾ

※現時点の内容であり、今後変更となる場合があります

ঃンইঞット 「プラスチックとཛྷく付ऌ合うための農業生産ਠ場での取組」

https://www.maff.go.jp/j/seisan/pura-jun/attach/pdf/index-2.pdf؟ہۇۊ
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